
参考資料２

　１　ステップ目標とは
各アクションの目標を達成するための補助的・段階的な目標

　２　ステップ目標設定の意図
①できることから確実に実施していく。
②達成困難な目標こそ、県民に「何を行っているのか」伝えていく必要がある。
③目標達成のための手法の評価が行いやすくなる。

　３　対象となるアクション

ステップ目標を設定するアクション 2020.3時点

建築安全推進課

危機情報課

31,32,46 港湾企画課、港湾整備課、漁港整備課

54 農地整備課

61 砂防課

健康福祉政策課

住まいづくり課

危機政策課

アクションNo. 担当課

1,69

108

121,174

155

183

静岡県地震津波対策アクションプログラム2013　ステップ目標　一覧

原則、現時点の進捗で「遅れている」と評価しているアクションとする。ただし、
「計画通り進捗している」アクションの中でも今後進捗が悪くなりそうなアクション
がある場合については設定する。



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

1 住宅の耐震化の促進 住宅の耐震化率 95% 2020年度末
89.3％

2018年10⽉
Ｂ

担当課 建築安全推進課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1

県⺠向けに、耐震化意識⾼揚のため、県⺠だより・市町広報紙、ラジオ広
報、講演会等による補助制度等の周知・啓発 継続

2018 2020計画
県⺠だより 年２回程度
ラジオ・テレビ広報 年２回程度

市町広報紙 年１回程度
講演会 年１回

2
シニアクラブ等の⾼齢者が集まる機会での出前講座の実施

継続
2018 2020計画
全市町で実施

3
耐震化未実施の⽊造住宅21万⼾のうち、まだ⾯談できていない所有者（７万
⼾）に対する個別訪問による周知・啓発活動や郵送による意向調査を実施す
る⼾数 累計 5.6万⼾（2017 2020）

2020年度末
市町が定める重点地域を中⼼
に実施

4
建築⼠等技術者向け講習会の開催

継続
2018 2020計画
年５回

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1
６⽉にラジオ広報、10⽉に「耐震化のすすめ」と題した講演会を開催し、あ
わせて、ツイッター、YouTubeなどSNSを活⽤した周知・啓発を実施 実施中

2019実施
ラジオ広報 1回
講演会 1回
市町広報誌 随時実施

2
これまでの所有者への個別訪問による周知にあわせ、平成30年度から、全市
町に対し、地域のシニアクラブ等の⾼齢者が集まる場へ出向き、耐震化の必
要性を周知するよう依頼しており、県、市町が連携して実施

実施中
2019実施
 10市町

3
2018年度は 17,264⼾に対して個別訪問とDMの発送等を実施
2019年度は 18,228⼾に対して個別訪問とDMの発送等を実施 実施中

4
12⽉に建築技術者である耐震補強相談⼠に対する講習会を開催（3回開催）

実施中
2019実施
 3回



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

31
港湾・漁港の防波堤の粘り強い構
造への改良等

粘り強い構造への改良が必要な防波堤（8.3k
ｍ）の整備率

81% 2022年度末 55.4% Ｂ

担当課
港湾企画課、港湾整備課、
漁港整備課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1
改良⼯事の着⼿

2022年度末
2017.3時点：５港
2023.3予定：６港

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1
福⽥漁港において、設計着⼿。

実施中 2020.3時点：5港



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

32
港湾・漁港の緊急輸送岸壁等の耐
震化

耐震化が必要な緊急輸送岸壁等（35バース）
の整備率

40% 2022年度末 28.6% Ｂ

担当課
港湾企画課、港湾整備課、
漁港整備課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1
調査、設計のいずれかに着⼿

2020年度末
2017.3時点：７港
2021.3予定：８港

2
耐震化⼯事の着⼿

2022年度末
2017.3時点：６港
2023.3予定：８港

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1 達成 2018.3時点：10港

2
沼津港において、⼯事着⼿予定。
福⽥漁港において、⼯事着⼿予定。 実施中 2020.3時点：6港



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

46
港湾・漁港の津波避難困難エリア
の解消（津波避難施設の整備）

港湾・漁港内で津波から安全に避難すること
が困難なエリア（121ha）の解消率

100% 2022年度末 62.8% Ｂ

担当課
港湾企画課、港湾整備課、
漁港整備課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1
調査、設計のいずれかに着⼿

2020年度末
2017.3時点：４港
2021.3予定：６港

2
津波避難施設の⼯事着⼿

2022年度末
2017.3時点：３港
2023.3予定：６港

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1
対策⼿法について、検討している。

実施中 2020.3：4港

2
焼津漁港において、2基完成し、2基完成予定。

実施中 2020.3：4港



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

54 避難路の整備の促進(農道） 避難路となる農道(10.2km)の整備率 100% 2022年度末 64.7% Ｂ

担当課 農地整備課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1
避難路となる農道の測量設計に着⼿

2022年度末
2017.3時点：5.5ｋｍ
2023.3時点：10.2ｋｍ

2
整備対象路線と完了路線の周知

継続 回覧板等により周知する

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1
計画的な予算の配分と、⽤地買収、測量設計により、今年度は計画以上の進
捗率となった。ステップ⽬標に対しては、4路線が未着⼿であるが、事業が
停滞しないよう、地元調整を円滑に進めていく。

実施中
2022までに残りの路
線にも着⼿する

2

毎年度地域の代表者と打合せを⾏い各路線の⼯事計画や施⼯実績を周知をし
ており、地域住⺠の⽅々は地震津波対策の避難路として農道が活⽤できるこ
とを承知している。

実施中

定期的に地域と情報
交換により周知を進
める



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

61
緊急輸送路を保全する⼟砂災害防
⽌施設の整備

４次被害想定の⼭・がけ崩れ崩壊危険度ランクＡ
を含む地区または過去10年間に⼟砂災害が発⽣し
た地区内の緊急輸送路を保全する⼟砂災害防⽌施
設の整備率（537箇所）

50% 2022年度末 42.3% Ｂ

担当課 砂防課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1
事業に着⼿
（計画期間内の概成箇所を含む）

2021年度末
2016：217箇所
2022：254箇所

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1
2019年度末までに251箇所着⼿した。2021年度末までに254箇所着⼿する
ステップ⽬標の達成に向け、残り２年間で計画的・重点的に施設整備を進め
ていく。

実施中



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

69
緊急輸送路沿いのブロック塀の耐
震化の促進

緊急輸送路等沿いの危険なブロック塀（9,049
箇所）の耐震改修実施率

90% 2022年度末 52.4% Ｃ

担当課 建築安全推進課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1
市町広報紙への掲載や、県⾃主防災活動推進⼤会等の防災イベントへの出展
による周知・啓発を実施 継続

2018 2022計画
市町広報紙 年１回程度
イベント出展 年１回

2
県と市町が連携して、所有者への直接訪問や郵送等による改修指導を実施

継続
2018 2022計画
個別訪問等 年1,000件

3
【R2.3追加】新しい補助制度(緊急輸送路等沿いを対象とした危険なブロッ
ク塀の撤去(補助率2/3))の活⽤による、撤去・改善の促進 2022年度末

2020 2022計画
補助件数 年1,000件

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1

⼤阪府北部地震での被害状況を踏まえ、ラジオ・県⺠だより・県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの
広報媒体を活⽤し、誰でも簡単に点検できる⽅法をとりまとめたパンフレッ
トによる⾃主点検の実施を啓発

実施中

2019実施
 県⺠だより 1回
 市町広報紙 随時実施
 ラジオ広報 2回
 講演会 1回  県ＨＰ

2

2018年度から、住宅の耐震化促進のためのダイレクトメールに、危険なブ
ロック塀等に対する補助制度があることを記載し改修指導を実施
所有者に直接⼾別訪問を実施 実施中

2019実施
16,250⼾

3
2019年度から、緊急輸送路沿を対象とした危険なブロック塀の撤去を対象
とした補助制度を策定 実施中

2019実績
173件 （7市実施）



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

108 地域における防災⼈材の活⽤ ⾃主防災組織における防災⼈材の認知率 100% 2022年度末
42.8%

2016年度実績
Ｃ

担当課 危機情報課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1
ふじのくに防災⼠を対象とした現在の活動状況の把握
→【R2.3変更】地域防災⼒⾒える化システムの活⽤による防災⼈材の紹介

継続

2
⾃主防災新聞を通じて防災⼈材の活動を紹介
→【R2.3変更】⾃主防災新聞やＳＮＳ等を通じて防災⼈材関連情報を紹介

継続

3
防災ＳＮＳで防災⼈材の情報を定期的な発信
→【R2.3変更】出前講座等による防災⼈材関連情報の紹介

継続

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1
ダウンロード数が11万を超える静岡県総合防災アプリを活⽤し、防災⼈材を
紹介 実施中

2
フォロアー数がそれぞれ１万３ ４千⼈となっているツイッターやフェイス
ブックを活⽤して防災⼈材関連情報を紹介 実施中

3
多数実施している出前講座等を活⽤して防災⼈材関連情報を紹介

実施中



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

121
災害時要援護者の避難訓練の充実・
促進

災害時要援護者を対象とした防災訓練の実施率 100% 2022年度末 80.0% Ｂ

担当課 健康福祉政策課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1
市町において、⾃主防災組織、社会福祉施設等へ、要配慮者避難訓練実施の必
要性の説明を実施

継続

2
地域防災指導員能⼒向上研修会などの地域の⽅が集まる機会を利⽤し、要配慮
者避難訓練の重要性を説明

継続

3 市町意⾒交換会において各市町の要配慮者避難訓練の先進事例紹介の実施 継続

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1

（2019年度実績）
災害救助法等市町説明会において、市町に対し、⾃主防災組織、社会福祉施設
等と協⼒した要配慮者避難訓練の実施を依頼した。
引き続き、市町に対し⾃主防災組織、社会福祉施設等と協⼒した要配慮者避難
訓練の実施を依頼していく。

実施中

2

（2019年度実績）
各地域局に対し、昨年度と同様に地域防災指導員能⼒向上研修会などの地域の
⽅が集まる機会において、⼀般避難所における要配慮者の受⼊れ、避難⾏動要
⽀援者の避難⽀援への協⼒、訓練の実施等について説明する機会を設けること
について依頼していく。

実施中

3
（2019年度実績）
市町意⾒交換会において、各市町の取組の情報共有を図った。今年度も同様に
市町意⾒交換会を開催し、各市町の取組の情報共有を図っていく。

実施中



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

155
被災者の住宅の確保（応急借上げ
住宅）

応急借上げ住宅確保のための協⼒不動産事業
者数（300社）

100% 2022年度末
53.0%

(159/300社)
Ａ

担当課 住まいづくり課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1

【R2.3追加】宅建協会及び全⽇協会の会員向け広報誌等への制度説明⽂の
掲載
・登録件数 年間数件

継続
例年取組
・各協会年１回掲載

2
【R2.3追加】宅建協会及び全⽇協会主催の会員向け研修における制度説
明、協⼒不動産事業者登録の呼び掛け
・登録件数 年間数件

継続
2017年度から実施
・各協会年３回程度実施

3
【R2.3追加】協⼒不動産事業者登録の依頼⽂書の送付
・登録件数 年間30件 継続

2019年度から実施
・各協会の全会員（約３千
社）宛送付

4
【R2.3追加】個別訪問等の機会に、制度説明及び協⼒不動産事業者登録の
依頼
・登録件数 年間30件

継続
2019年度から実施
・年50件程度実施

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1
2019年度は、宅建協会及び全⽇協会の会員向け広報誌にそれぞれ１度、応
急借上げ住宅の制度説明⽂・登録依頼⽂を掲載し、各会員に周知啓発を⾏っ
た。

実施中
2019年度
・各協会年１回掲載

2
2019年度は、宅建協会の会員向け研修会における制度説明、登録の呼び掛
けを県内３会場で⾏った。（全⽇協会の研修会は新型コロナの影響により中
⽌）

実施中
2019年度
・県内３箇所で実施（宅建協
会）

3
2019年度は、宅建協会及び全⽇協会の会員宛の登録依頼⽂書を、所属協会
を通じて全ての会員に送付した。

実施中
2019年度
・各協会の全会員（約3千
社）宛送付

4
2019年度は、宅建業者への個別訪問時、宅建業者の来庁時等の直接話す機
会を捉えて制度説明及び登録依頼を⾏った。

実施中
2019年度
・個別訪問 50件
・個別来庁 １件



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

174 福祉避難所の指定拡⼤
福祉避難所への想定避難者数が全て受⼊れ可能
な市町数

100% 2022年度末 31.4% Ｂ

担当課 健康福祉政策課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1 指定避難所に要配慮者受⼊れスペースの確保をしている市町の割合100％ 2022年度末

2 福祉避難所開設・運営等訓練を実施している市町の割合100％ 2022年度末

3
市町福祉避難所運営マニュアルにＤＣＡＴ（災害福祉派遣チーム）の派遣
要請を位置づけている市町の割合100％

2022年度末

4 社会福祉施設等への福祉避難所としての指定・協定に対する協⼒依頼の実施 継続

5
市町意⾒交換会において各市町の福祉避難所開設・運営訓練の事例、新た
な視点による福祉避難所指定事例の紹介の実施

継続

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1

（2019年度実績）
令和元年４⽉時点で、要配慮者スペースを設置している市町が24市町と
なっている。
引き続き、市町意⾒交換会の機会を通じて、指定避難所への要配慮者ス
ペースの設置の推進を図っていく。

実施中

2

（2019年度実績）
令和元年度に福祉避難所開設・運営等訓練を実施した市町は16市町であっ
た。
引き続き、市町意⾒交換会の機会を通じて、福祉避難所開設・運営等訓練
の実施の推進を図っていく。

実施中

3

（2019年度実績）
市町意⾒交換会の機会を通じて、静岡DCATの派遣要請のスキームを各市町
の福祉避難所運営マニュアルに位置付け、発災時に円滑に派遣要請ができ
る体制の確保の推進を図っていく。

実施中

4
（2019年度実績）
社会福祉施設の指導監視、新規指定申請の機会等において、福祉避難所と
しての指定・協定に対する協⼒の依頼を⾏っている。

実施中

5
（2019年度実績）
市町意⾒交換会の機会を通じて、各市町の福祉避難所開設・運営訓練の事
例、新たな視点による福祉避難所指定事例の情報共有を図っていく。

実施中



No. 対象となるアクション ⽬標指標 数値⽬標 達成時期 2019年度実績 達成状況

183 被災者⽣活再建⽀援体制の確保
被災者⽣活再建⽀援システムを導⼊した市町
数の率

100% 2022年度末
5.7%

(2/35市町)
Ｃ

担当課 危機政策課

No. ステップ⽬標 達成時期 備考

1 【R2.3追加】被災者⽣活再建⽀援システムの研修会の実施 継続

2
【R2.3追加】被災者⽣活再建⽀援システムの導⼊についての財政⽀援の実
施

継続

No. ステップ⽬標達成状況の分析・説明 進捗状況 備考

1
今後研修会を実施し、システム導⼊の必要性が市町に認識されるようにす
る。

実施中

2
システム導⼊及び保守管理経費を地震・津波対策等減災交付⾦の対象とし
た。(導⼊経費については、Ｒ１ Ｒ２に限り交付率を嵩上げ(1/3→1/2))

達成


